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検討経緯 

「東京都防災会議地震部会」専門委員名簿 

敬称略、専門委員は五十音順  

部会長  平田 直 東京大学名誉教授  

専門委員 加藤 孝明 東京大学生産技術研究所教授  

規矩 大義 関東学院大学理工学部教授  

酒井 慎一 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授  

佐竹 健治 東京大学地震研究所教授 

中林 一樹 東京都立大学・首都大学東京名誉教授  

久田 嘉章 工学院大学建築学部教授 

三宅 弘恵 東京大学地震研究所准教授  

 

 

「東京都防災会議地震部会」審議経過 

開催日・回数 検討事項 備考 

第１回 
令和３（2021）年

11 月１日（月） 
 被害想定の見直しの方針等 検討開始 

第２回 
令和３（2021）年

12 月 22 日（水） 
 被害想定項目に関する手法及び試算  

第３回 
令和４（2022）年

２月２日（水） 
 被害想定項目に関する手法及び試算  

第４回 
令和４（2022）年

３月 25 日（金） 
 被害想定項目に関する定性評価等  

第５回 
令和４（2022）年

４月 27 日（水） 
 被害想定に関する報告書（案）  

第６回 
令和４（2022）年

５月 25 日（水） 
 被害想定に関する報告書（案） 検討終了 
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